
居住支援をめぐる施策の動向と制度の背景

令和8年４月２４日
秋田県建設部建築住宅課



本日の内容

１．住宅セーフティネット制度と改正法の概要

２．居住支援法人・居住支援協議会の概要

３．居住支援施策

・ 要配慮者が円滑に入居できる環境整備（セーフティネット住宅登録制度）

・ 居住サポート住宅の創設

・ 残置物処理に困らない仕組みの普及

・ 賃貸借契約が相続されない仕組みの推進
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１．住宅セーフティネット制度と改正法の概要

2



住宅セーフティネット法とは

「住宅セーフティネット法」は、正式名称を
「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促
進に関する法律」といい、平成19年（2007年）に
制定されました。

高齢者や低額所得者など、住宅の確保が困難な
方々（住宅確保要配慮者）が安心して賃貸住宅に
入居できるようにするための施策を進め、誰もが
安心して暮らせる社会を実現することを目的とし
た法律です。

孤独死や家賃の滞納、近隣住民
とのトラブルに対する不安などを
理由に、大家さんから賃貸住宅の
入居を断られる方がいます。

こうした方が安心して賃貸住宅
に入居できる環境を整備するため
の「住宅セーフティネット法」が
改正され、令和７年１０月１日に
施行されました。

賃貸住宅を取り巻く状況の変化

3【出典】政府広報オンライン「単身高齢者などの賃貸住宅への入居の不安を解消！改正「住宅セーフティネット法」がスタート」



居住支援とは

〇「要配慮者」への支援であると同時に、安心して住宅を貸すことができるように
する「大家」への支援でもある。
〇「要配慮者」は、家族関係、就労、心身の状態など、住まい以外の困りごとを抱
える場合も多く本人だけでなく、他の家族も生活上の課題を抱える場合がある。
生活課題の解決のためには「相談・入居前」だけでなく、「入居中」及び「退去
時」の支援を一体的・連続的に提供することが不可欠
〇住まいは生活の基盤であり、居住支援は様々な施策の基盤を支える。

4【出典】居住支援協議会設立の手引き



住宅セーフティネット法改正の背景・必要性
住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）等の一部を改正する法律

（R6.5.30成立、R6.6.5公布、R7.10.1施行）

5
【出典】国交省HP 改正法概要資料



１.大家と要配慮者の双方が安心して利用できる市場環境の整備
住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）等の一部を改正する法律

（R6.5.30成立、R6.6.5公布、R7.10.1施行）

6【出典】国交省HP 改正法概要資料
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２.居住支援法人等が入居中サポートを行う賃貸住宅の供給促進

【出典】国交省HP 改正法概要資料
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３.住宅施策と福祉施策が連携した地域の居住支援体制の強化

【出典】国交省HP 改正法概要資料



２．居住支援法人・居住支援協議会の概要
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居住支援法人の概要

◆居住支援法人とは
・住宅セーフティネット法に基づき、居住支援を行う法人として、都道府県が指定

・都道府県は、要配慮者の居住支援に係る新たな担い手として、指定することが

可能

◆居住支援法人の行う業務
① 登録賃貸住宅の入居者への家賃債務保証
② 賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供・相談
③ 見守りなど要配慮者への生活支援
④ 賃貸人への賃貸住宅の供給の促進に関する情報提供
⑤ 残置物処理等(モデル契約条項を活用して実施)
⑥ ①～⑤に附帯する業務

入居前 入居中

情報提供・相談
家賃債務保証

見守り
生活サポート 残置物処理等

退去時

・相談対応
・物件紹介、内覧同行
・保証人、緊急連絡先
の引受
・賃貸契約時の立会い

・安否確認
・緊急時の対応
・定期的な訪問
・金銭・財産管理支援
・トラブル対応

・退去時の立ち会い
・残置物処理
・死後事務
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（令和８年４月１日更新）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

2022/1/5
ＮＰＯ法人
　セーフティネット秋田つなぎ隊

秋田市
秋田市及び

その周辺地域
〇 〇 〇 〇 〇 ○

2022/3/14
特定非営利活動法人
   秋田たすけあいネットあゆむ

秋田市 秋田県全域 〇 〇 〇

2024/3/13 株式会社エニシア秋田 秋田市
秋田市及び

その周辺地域
〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○

2024/3/19 株式会社needs now 潟上市 秋田県全域 〇 〇 〇 〇 ○

2025/2/5 NPO法人あき活Lab 大館市 大館市内 〇 〇 〇 〇 ○

2025/2/28
特定非営利活動法人
　eナビステーションりあん

能代市 能代市内 〇 〇 〇 〇 ○

2026/3/11 企業組合ほっと 由利本荘市
由利本荘市、

にかほ市
〇 〇 〇 〇 〇 ○

法人名 所在地 業務エリア 債務保証
業務

残置物処理
等業務

第６４条「認可状況」業務内容
　① 登録賃貸住宅の入居者への家賃債務保証
　② 賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供・相談
　③ 見守りなど要配慮者への生活支援
　④ 賃貸人への賃貸住宅の供給の促進に関する情報提供
　⑤ 残置物処理等(モデル契約条項を活用して実施)
　⑥ ①～⑤に附帯する業務

指定日

秋田県居住支援法人
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県HPに詳細情報を掲載しています。https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/44785

https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/44785


居住支援協議会の概要

◆居住支援協議会とは
・住宅セーフティネット法に基づき、要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の
促進等を図るために、地方公共団体が不動産関係団体、居住支援団体等と連携し
て居住支援協議会を設立

◆居住支援協議会の主な活動内容
・会議での協議、情報交換
・不動産団体・福祉団体への
働きかけ・ネットワーク形成
・家賃債務保証制度、
安否確認サービス等の紹介

12【出典】国交省HP 居住支援協議会の概要



秋田県居住支援協議会

◆県内居住支援協議会
設立状況

◆秋田県居住支援協議会構成員

区分 会員

宅地建物取引業者
(公社)秋田県宅地建物取引業協会
(公社)全日本不動産協会秋田県本部

賃貸住宅事業者
(公財)日本賃貸住宅管理協会秋田支部
(公社)全国賃貸住宅経営者協会連合会秋田県支部
(公社)全国賃貸住宅経営者協会連合会秋田中央支

居住支援団体 社会福祉法人秋田県社会福祉協議会

県（市町村）内関係課等 

秋田市、能代市、横手市、大館市、男鹿市、湯沢市、
鹿角市、由利本荘市、潟上市、大仙市、北秋田市、
にかほ市、仙北市、藤里町、三種町、八峰町、五城目町、
八郎潟町、井川町、大潟村、美郷町、羽後町、東成瀬村、
秋田県
（長寿社会課、地域・家庭福祉課、障害福祉課、建築住宅課）

設立年月日 協議会名

平成２７年１２月　１日 秋田県居住支援協議会

平成３１年　３月２６日 横手市居住支援協議会

令和　７年　２月２０日 大館市居住支援協議会
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３．居住支援施策
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セーフティネット住宅情報提供システム
【（一社）すまいづくりまちづくりセンター連合会 】

要配慮者が円滑に入居できる環境整備（セーフティネット住宅登録制度）

◆セーフティネット住宅登録制度
・住宅確保要配慮者の入居を拒まない住宅として都道府県・政令市・中核市に登録
された住宅（登録主体：県、秋田市）

◆登録状況（R8.3月末現在）
秋田県 ７３２棟５２５０戸

秋田市 ２８４棟２０７７戸

（うち空室 ８棟 １２戸）

◆セーフティネット住宅情報提供システム
・登録された情報を一元的に提供することにより、賃貸住宅市場において要配慮者
が円滑に入居できる環境を整備

【出典】国交省 入居者向けパンフレット



16居住サポート住宅情報提供システム【居住サポート住宅情報提供システム事務局】

居住サポート住宅の創設

◆居住サポート住宅認定制度
・居住支援法人等※が大家と連携し、①日常の安否確認、②訪問等による見守り、
③生活・心身の状況が不安定化した時の福祉サービスへのつなぎを行う住宅
※サポートを行うものは、社会福祉法人・NPO法人・管理会社等、居住支援法人以外でも可能

・居住サポート住宅事業に関する計画について、福祉事務所設置自治体の長が認定
（認定主体：各市及び県（町村分））
・賃貸住宅市場で入居可能な住宅を確保することが困難であり、日常生活を営むの
に援助を必要とする要配慮者を対象に、第三者の援助や適切な福祉サービスへの
つなぎを前提として受け入れる住宅の供給を図る

◆居住サポート住宅情報提供システム
・認定された住宅の情報はWebサイトで検索・閲覧することができる
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残置物処理に困らない仕組みの普及

◆残置物の処理等に関するモデル契約条項
賃借人の死亡時に契約関係及び残置物を円滑に処理できるように、生前に賃借人
と受任者との間で締結する賃貸借契約の解除及び残置物の処理に関する事務の委任
に関するモデル契約条項（令和３年国土交通省・法務省 策定）

◆居住支援法人の業務に追加
入居者死亡時の残置物処理を円滑に行うため、法改正により居住支援法人の業務

に入居者からの委託に基づく残置物処理を追加

【出典】令和７年度改正住宅セーフティネット法等に関する全国説明会資料より抜粋
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賃貸借契約が相続されない仕組みの推進

◆終身建物賃貸借制度
・ 「高齢者の居住の安定確保に関する法律」に基づき、都道府県知事等の認可を
受けた事業者が、借家人が生きている限り存続し、死亡時に終了する（賃借権
が相続されない）１代限りの賃貸借契約を結ぶことができる制度

・賃借人の居住の安定を図ることができるだけでなく、契約が安定的に終了するの

で、契約終了に伴って発生する手続きを円滑に進めることが可能

法改正により認可手続きが簡素化

〇入居者の要件
・高齢者（60歳以上）であること
・単身又は同居者が高齢者親族であること（配偶者は60歳未満も可）

〇対象となる住宅の基準
段差の無い床、浴室等の手すり、幅の広い廊下を備えたものであること 等

【出典】令和７年度改正住宅セーフティネット法等に関する全国説明会資料より抜粋



ご清聴ありがとうございました


